
都道府県財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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千葉県
※グループ平均を100とした
　ときの比率で表した。

※グループとは、道府県を財政力指数の高低によって4つに分類したものである。
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分析欄
【財政力指数】
　景気回復に伴い法人関係税を中心に県税収入が伸びたことなどにより、前年度と比較すると、０．０５ポイント上昇してい
る。
【経常収支比率】
　定年退職者の増に伴う退職手当の増額により人件費が増となったことや、社会保障関係経費が増となった一方で、経常
一般財源収入である地方交付税が、県税の増収を大幅に上回って減額となったことにより、９７．４％と、前年度より２．
４％上昇しており、また、類似団体平均の９４．３％を上回る水準となっている。今後も「行財政システム改革行動計画」（Ｈ
１７～Ｈ２０）に基づき、一層の行財政改革を推進していく。
【人口１人当たり地方債現在高】
　過去からの投資的経費の抑制により、類似団体平均を下回っている。県税・地方交付税の身替りである減税補てん債や
臨時財政対策債を除いた建設地方債等の平成１８年度末残高は、前年度末と比べ減となっており、２年連続で減少してい
る。
【実質公債費比率】
　１３．７％であり、類似団体平均を若干下回る水準となっている。今後も、公債費の適正な管理に努めていく。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　職員給与の独自カット、定員適正化、内部管理経費の削減等により、類似団体平均の１０９，２０６円を下回る１００，５６６
円となっている。今後も、行財政システム改革行動計画に基づき行政コストの削減に取り組んでいく。
【ラスパイレス指数】
　昇給時期、職員構成などが国と異なっており、平均昇給率の相違等から、指数が前年度に比べ０．４ポイント上昇したが、
平成１５年度から実施している職員給与のカット（１．５％～３％）により、指数は類似団体平均よりも低く、都道府県平均と同
じ９９．６となっている。引き続き、給与構造改革を進め、年功的な給与制度等の見直しに努める。
【人口１００，０００人当たり職員数】
　平成１８年２月に策定した「定員適正化計画」（Ｈ１８～Ｈ２２）に基づき、事務事業の見直しや組織の合理化などを進めた結
果、類似団体平均よりも２０．９人下回る水準となっている。今後も「定員適正化計画」の達成に向けて、これまでにも増し
て、抜本的な事務事業の再構築や組織の見直しを進め、簡素で効率的な行政運営に努めていく。


